










































































































































































































50 2017 年度　心理社会的支援研究　第 8集
年齢の内訳は 20歳代が 7名、30歳代が 3名、






































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































本研究は、文部科学省大学 COC 事業「平成 










２） この会議は 2010（平成 22）年 11月 22日に開催さ
れた。その資料 2として提示されたものである
３） たとえば、就労継続支援 A型事業の利用者の年
齢制限は、各事業所が決定した年齢が尊重されて
いる。同様に、就労継続支援 B型事業については、
利用開始年齢が 65歳までであればその後の利用年
齢が無期限になっている。また、生活訓練につい
ては、利用者が 65歳になっても 3年間の延長期間
が認められている。
４） なお、ここで述べている高齢障害者とは、65歳以
上の障害者のことである。
５） 特定相談支援事業所とは、基本相談支援と計画相
談支援を行うサービスの事で障害者や家族が利用
できる。面談やアセスメントを通して一人ひとりの
ニ ズーや状況に合わせた「サービス等利用計画」を
作成し、その後、定期的な利用状況を聞き取りし、
変更が必要であれば障害福祉サービス利用内容を
変更し計画するものである。
６） 当該報告書の 1ページ目にある開催趣旨である。
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